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依頼論文

茨城大学地域未来共創学環の目指すもの
福与徳文
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Abstract

April 2024, Ibaraki University opened the School of Collaborative Regional Innovation, a small educational 
organization (bachelor's program) with 40 students per year and the first new faculty established at Ibaraki 
University in many years. The curriculum focuses on business, data science, and social entrepreneurship. 
The reason for the establishment of this interdisciplinary educational institution is that the region is facing 
a mountain of problems, such as vacant houses, shuttered cities, abandoned farmland, and labor shortages, 
and solving these problems requires not only mastering a single academic system, but also interdisciplinary 
learning, whether in the humanities or the sciences. One of the most distinctive features of our school is that 
it incorporates into its curriculum Cooperative Education, in which students try out what they have learned at 
the university while working for pay in local businesses and local governments in the region. The content of 
the Cooperative Education is determined through discussions between the university and the host companies or 
local governments. The aim of our school is to have practical human resources, who have learned through this 
curriculum, create the future of the region together with local businesses and local governments.
キーワード：分野・文理横断，ビジネス，データサイエンス，ソーシャル・アントレプレナーシップ，
コーオプ教育
Key Word: Interdisciplinary, Business, Data Science,  Social Entrepreneurship, Cooperative Education

1. 「共創」に込めた思い
　近年，「地域」や「共創」あるいは「学環」といった
名称を用い，文系・理系を問わず，分野を横断した教育
組織が全国あちらこちらの大学で設置されている。一種
の流行といってもよい。茨城大学地域未来共創学環（2024

年 4月開設，定員 40名，以下，本学環）も，そうした
教育組織の一つではあるが，本稿では，全国で設置が相
次ぐ他の教育組織との違い，すなわち本学環の特長を明
らかにしながら，その「目指すもの」を述べる。
　「地域の未来を共に創る教育組織」である本学環の「共
創」に込めた思いは，以下の 3点である。
　その第一は，地域の企業や自治体との「共創」である。
カリキュラムの中に，地域の企業や自治体と共に学生を
育てる「コーオプ教育」を取り入れている点が，本学環
の大きな特長である。コーオプ教育では，企業や自治体
で働きながら実践的な学びを行う。
　第二が，文系・理系学部の学内における「共創」である。
学部等連係課程（学内資源を活用して学部横断的な教育

を実現）という制度に基づいて，人文社会科学部，工学
部，農学部の 3学部の連係により，専任教員（20名）を
構成し，分野・文理横断のカリキュラムを構築している。
筆者の場合，本学環の専任教員でもあり，農学部の専任
教員でもある．こうした「学の環（まなびのわ）」となっ
ていることから，学部ではなく「学環」という名称を用
いた。
　第三に，文系・理系学部が連係したカリキュラムで，
地域の企業や自治体と共に育成した人材が，卒業した後
も地域の企業や自治体と共に地域の未来を創っていくと
いう願いを込めた。この点が，まさに本学環が「目指す
もの」である。

2.分野・文理横断の学び
　ではなぜ茨城大学で，このような分野・文理横断で，
地域（企業・自治体）と共に人材を育成する教育組織の
創設が必要であったのか。その背景を述べておこう。
　地域には，空き家，耕作放棄地，シャッター街，労働
力不足など，さまざまな課題が山積している。いずれ
も「人手が足りない」という点が原因で，一括りにする
と「地域の空洞化」が起きているといえよう。東京から
35–160km圏にあり，常磐自動車道，JR常磐線，つくば
エクスプレスなどの交通ネットワークにより，都心への
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アクセスも良い立地条件にある茨城県も例外ではない。
たとえば，農学部教員でもある筆者の専門の農業・農村
分野でいえば，茨城県の農業産出額は全国第 3位（2022

年生産農業所得統計）を誇り，全国有数の農業県である
にもかかわらず，耕作放棄地率（2015年農林業センサス）
を見てみると，全国水準では 10.9％であるのに対して，
茨城県は 17.1％と，耕作放棄地の多さが問題となってい
ることなどを見てもわかるだろう。
　こうした地域の課題を解決するためには，一つの学問
分野を学ぶだけでは充分とはいえず，文系・理系を問わ
ない知識や能力を動員することが必要となる。筆者自身
が，そのことを痛感したのが，東日本大震災の復興現場
に立ったときである（福与，2020）。被災住民主体の復
興計画づくりの中で，さまざまな分野の専門家と連携し，
➀景観シミュレーション（復興後の地域の姿を被災住民
に示すことにより，復興計画案の理解を促進して話し合
いを活発にし，合意形成につなげていく），➁津波浸水
シミュレーション（被災住民が考えた復興計画案で整備
すると，東日本大震災と同程度の津波であれば，どこま
で到達するのかを予測する），➂農地利用最適化シミュ
レーション（農地をどのように利用すれば，地域の農業
所得を最大化できるのかを予測する）を用いて，被災住
民が専門家の知見を学びながら合意形成していくという
支援を行った。そのとき，被災地の抱えている課題の大
きさに対して，筆者一人ではとても太刀打ちできず，さ
まざまな専門家との連携の必要性を強く思い知らされ
た。逆に，さまざまな専門家と協働すれば，かなり困難
な課題でも「なんとかなる」ことを実感した。現場に立
てば，文系・理系などと言っていられない。現場が抱え
ている課題に立ち向かうことこそが，分野間の連携につ
ながる。
　もちろん大学という高等教育機関は，そこで学ぶ学生
が専門的な知識や能力を身につけることが第一であるこ
とには間違いないのだが，「40名くらいは，分野・文理
横断の実践的な教育を受けた人材を育成しても良いので
はないか」ということで，本学環が創設されたのである。
　そして，地域の課題を解決できるような高度な実践的
な人材を育成するには，なんといっても課題が山積して
いる現場で学ぶことがとても重要で，「地域の企業や自
治体で働きながら大学で学んだことを試してみる」とい
うコーオプ教育を組み合わせることとなったのである。

3. ディプロマ・ポリシーの達成度から
　上述したような社会的な背景とともに，ディプロマ・
ポリシー（学位授与方針，以下 DP）の達成度も，本学

環設立の背景となっている。　
　茨城大学では，以下の 5項目を全学の DPとしている。
➀ 世界の俯瞰的理解：自然環境，国際社会，人間と多様
な文化に対する幅広い知識と俯瞰的な理解。

➁ 専門分野の学力：専門職業人としての知識・技能及び
専門分野における十分な見識。

➂ 課題解決能力・コミュニケーション力：グローバル化
が進む地域や職域において，多様な人々と協働して課
題解決していくための思考力・判断力・表現力，及び
実践的英語能力を含むコミュニケーション力。

➃ 社会人としての姿勢：社会の持続的な発展に貢献でき
る職業人としての意欲と倫理観，主体性。

➄ 地域活性化志向：茨城をはじめとする地域の活性化に
自ら進んで取り組み，貢献する積極性。

　そしてこれらの DPがどれくらい達成されたのか，学
生自身による自己達成度や就職先からの評価により可視
化しており，これは茨城大学独自の取り組みとして高く
評価されている（太田・嶌田ほか，2023）。
　学生による自己達成度（図 1）では，平成 29年 3月卒
業生から令和 3年 3月卒業生までの経年変化を見ると，
「身についている」「ある程度身についている」の合計が，
「➁専門分野の学力」が 66.1%から 79.6％に伸び，「➂課
題解決能力」が 68.7%から 80.7%に伸びているのに比べ，
「➄地域活性化志向」は 50.9％から 62.8％までの伸びに
とどまっている。
　一方，就職先からの評価（図 1）で見ても，平成 29年
から令和 3年までの経年変化を見ると，「➀世界の俯瞰
的理解」（幅広い知識を身につけ世界を俯瞰的に理解す
る能力）では「十分身につけている」「概ね身につけて
いる」の合計が 53.5%から 86.5%に伸び，「➁専門分野
の学力」（専門職業人としての知識・技能／専門分野に
よる十分な見識）は 60.5％から 86.5%に伸び，「➂課題
解決力・コミュニケーション力」のうち「課題解決能力」
（課題解決のための思考力・判断力・表現力）は 74.1%

から 91.6%に，「コミュニケーション力」（多様な人々と
の協働を可能にするコミュニケーション力）は 50.8%か
ら 89.6%に伸び，「➃社会人としての姿勢」（社会の持続
的な発展に貢献できる職業人としての意欲と倫理観，主
体性）は 64.9%から 84.4％に伸びているのに対し，「➄
地域活性化志向」（地域の活性化に自ら進んで取組み，
貢献する積極性）は 55.3%から 64.6％への伸びにとどま
り，他の項目と比較すると高い評価とは言えず，経年的
な伸びもあまり見られない。
　茨城大学のような地方国立大学のミッションの中でも
特に重要なのは，地域活性化に貢献する人材の育成であ
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る。可視化された DPの評価の中で「➄地域活性化志向」
の伸びがいまひとつであったことも，本学環を創設する
背景となったのである。
　そこで「➄地域活性化志向」を重視した本学環の DP

を以下に示しておく。
➀ 地域活性化志向：地域課題解決に積極的に挑戦し，新
たな価値の創出など，地域の活性化に主体的に取り組
む姿勢と実践力。

➁ 専門分野の学力：経営・経済，データサイエンスの専
門的知識に加えて，地域課題の解決に必要な複眼的・
分野横断的な観察力，分析力，実践に基づく総合的な
思考力。

➂ 課題解決能力・コミュニケーション力：他者と協働し，
課題解決に向かうための企画力やコミュニケーション
能力。

➃ 社会人としての姿勢：職業人や市民として倫理や共感
に基づき，専門職業人として他者と協働し，持続可能
な地域の発展に主体的に貢献しようとする態度・姿勢。

➄ 世界の俯瞰的理解：多様な文化と価値を理解し，幅広
い知識により世界を俯瞰的に理解する力。

　全学のDPと 5つの項目は同じだが，並び順を変えて「➀
地域活性化志向」を筆頭にし，その内容も本学環がまさ

に「目指すもの」となっている。すなわち，本学環は「ビ
ジネス（経営・経済），データサイエンスの専門的知識
を身につけ，地域課題の解決に積極的に挑戦し，新たな
価値を創出できる人材の育成」を目指しているのである。

4. ビジネス×データサイエンス×ソーシャ
ル・アントレプレナーシップ

　では，なぜ本学環ではビジネス，データサイエンスと
ソーシャル・アントレプレナーシップを分野・文理横断
の学びの中核に据えたのか。その理由は以下のとおりで
ある。
　学環の学生は，それぞれの問題意識（どのような地域
課題を解決していくのか）に基づいて科目を選択できる
ように，連係 3学部（人文社会科学部，工学部，農学部）
の教育資源を活用したカリキュラムを構築しようとし
た。しかし，それだけでは散漫な学修に陥ってしまうこ
とが懸念された。また学環の特長であるコーオプ教育に
おいても，武器となるような知識・能力を持たず，いわ
ば丸腰で実践の場に臨むわけにはいかない。そこで企業
や自治体で実習を受けるにあたり，現場で必ず必要とな
る知識・能力として，ビジネスとデータサイエンスに関
する知識・能力と，新たな価値の創出に主体的に挑戦で

学生の自己達成度
専門分野の学力

課題解決能力

地域活性化志向

※就職フェア等で来学した企業のうち、卒業又は大学院を修了し入社２、３年目となる社
員・従業員がいる企業から収集。有効回答：Ｈ 社 Ｈ 社 Ｒ 社

就職先からの評価

幅広い知識を身につけ世界を
俯瞰的に理解する能力

課題解決のための
思考力・判断力・表現力

専門職業人としての知識・技能
専門分野における十分な見識

多様な人々との協働を可能にする
コミュニケーション力

社会の持続的な発展に貢献できる
職業人としての意欲と倫理観、主体性

地域の活性化に自ら進んで取組み、
貢献する積極性

図１ 学位授与方針（DP）の達成状況
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資料提供：茨城大学教育マネジメント・IR室
図 1 学位授与方針（DP）の達成状況
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きるように，ソーシャル・アントレプレナーシップ（社
会的起業家精神）を身につけることをカリキュラムの中
核においたのである。
 　図 2は本学環のカリキュラムマップである。図の左か
ら右にかけて 1年次から 4年次に進行していく。
　まず「基盤教育科目」だが，これはどこの大学にもあ
る教養教育科目に相当する。茨城大学の「基盤教育科目」
は，「社会の変化に主体的に対応し，自らの将来を切り
拓くことができる総合的人間力を育成すること」を目的
とする。本学環では他の学部（22–24単位以上）より多
く，26 単位以上を修得する。こうしたのは，分野・文理
横断の学びの基盤として幅広な知識を身につけてもらう
ためである。この「基盤教育科目」の中に，本学環では
必修科目となる「アントレプレナーシップ入門Ⅰ・Ⅱ」（合
計 2単位）が入る。
　次に「学環基盤科目」であるが，これは本学環の学生
40名が全員必修の基盤的な専門科目で，ここには「ソー
シャル・アントレプレナーシップⅠ・Ⅱ」（合計 4単位）
のほか，地域課題の解決に必要な地域社会学や人文地理
学，英語コミュニケーション（茨城県には多くの外国人
が居住している）に関する科目で構成されている。
　そして本学環の学生全員がビジネスとデータサイエン
スの基礎を学ぶ「プログラム共通科目」が用意されてい
る。いわば，本学環のカリキュラムの心臓部といえよう。
経営学や経済学やマーケティングに関する基礎的な科目
や，データサイエンスに必要な数学的知識（微積分学，

線形代数学，確率・統計など），プログラミングやデー
タの活用や実践などに関する内容を学ぶ。
　本学環の学生は 2年次に「地域ビジネスデザインプロ
グラム」と「地域創生データサイエンスプログラムに」
に分かれ，ビジネスあるいはデータサイエンスの専門性
をより高めていく。「地域ビジネスデザインプログラム」
の「プログラムコア科目」では，コミュニティビジネス
をはじめ，マーケティング・サイエンスや金融論，農産
物流通論など，地域のビジネスに関する科目を学ぶ。ま
た「地域創生データサイエンスプログラム」の「プログ
ラムコア科目」では，データサイエンスに必要な数学的
知識に加え，IoT活用法，プログラミング，機械学習，
モデル化とシミュレーションなど，地域を創生するため
のデータサイエンスに関わる科目を学ぶ。
　さらに「課題探究科目」では，地域の課題解決に役立
つ幅広い授業科目を（学生の問題関心に応じて）分野・
文理横断的に学ぶ。学環オリジナルの科目（コミュニティ
デザイン，ランドスケープデザイン，IoT活用実践，スマー
ト農業生産，ソリューションプランニングなど）もある
が，連係 3学部に元々ある専門科目（公共政策論，都市
防災システム工学，食品製造学など）も選択できる。
　そして本学環最大の特長である「コーオプ教育科目」
が，1年次から 4年次までカリキュラムに組み込まれて
いる。「ビジネス×データサイエンス×ソーシャル・ア
ントレプレナーシップ」を中核としたカリキュラム（理
論）とコーオプ教育（実践）の往還、すなわち「理論と

図 2 地域未来共創学環のカリキュラムマップ
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出典：令和6年度地域未来共創学環履修案内

図２ 地域未来共創学環のカリキュラムマップ



47

実践の往還教育」を各年次で実現させ、最後にそれを「卒
業研究科目」（卒業研究、卒業課題報告）において結実
させるカリキュラムとなっている。

5. コーオプ教育
　企業・自治体と雇用関係を結び，本学環で学んだビジ
ネスやデータサイエンスの知識・能力を現場で試し，壁
にぶつかったり，それをなんとか切り抜けたり，さらに
受け入れ先の企業・自治体に新たな提案をしたりするの
がコーオプ教育である。このコーオプ教育にはモデルが
あり，それがカナダのウォータールー大学をはじめとし
た海外の大学や，わが国では東京工科大学など，コーオ
プ教育を導入している一部の大学である。このコーオプ
教育を茨城大学の新たな教育組織に取り入れたのは，太
田寛行学長の強い思いとリーダーシップによる（日本経
済新聞 , 2024年 11月 20日）。
　本学環のコーオプ教育には，「プレコーオプ演習」（1

年次），「プレコーオプ実習」（2年次），「コーオプ実習Ⅰ」（3

年次），「コーオプ実習Ⅱ」（4年次）があり，4年次の「コー
オプ実習Ⅱ」のみが選択科目で，他の 3つは必修科目で
ある。したがって，これらの単位を修得しないと卒業で
きない。
　「プレコーオプ演習」（1年次，2単位，30時間）では，
コーオプ実習に向けた準備を学内で行う。企業や自治体
からゲストスピーカーを招き，業界研究，企業研究を行っ
たりする。
　「プレコーオプ実習」（2年次，2単位，60時間，無給）
では，夏季休暇のうちの 2週間で企業・自治体で就業体
験をしてもらう。通常のインターンシップを 2年次で実
施するというイメージである。ここでは「働くこととは
何か」を理解することを目標とする。具体的には，➀社
会人として必要な姿勢（ビジネスマナー，社会人と学生
の違い，仕事の進め方），➁コンプライアンス教育（法
令遵守・倫理規範，情報セキュリティ教育）などである。
　そして「コーオプ実習Ⅰ」（3年次，6単位，180時間，
有給）では，夏季休暇から第 3クォーター（茨城大学は
4学期制）の 8月から 11月までの間で約 3ヶ月間，企業
や自治体と雇用関係を結んで，つまり給料をもらいなが
ら大学で学んだビジネスやデータサイエンスの知識・能
力を実践する。たとえば企業であれば，マーケティング
や広報等において収集された情報・データを活用した企
画・開発などの業務に従事したり，自治体であれば，各
部署が持っている調査データや，既存の統計データ等を
活用した各種計画の作成支援や，行政サービス向上の提
案を行う業務に従事したりすることが想定されている。

　さらに実習の継続を，受け入れ先の企業・自治体と学
生が同意した場合，4年次に「コーオプ実習Ⅱ」（4単位，
120時間、有給）を引き続き同じ実習先で実施すること
ができる。なお「コーオプ実習Ⅱ」を受講した学生は，「卒
業研究科目」のうち「卒業課題報告」（4単位）を選ぶこ
とができる。「卒業課題報告」では，「コーオプ実習Ⅰ・Ⅱ」
で体験したことに関する報告書を作成する。卒業論文を
執筆しなければならない「卒業研究」（8単位）を行わな
くても卒業できる選択肢を用意したことも，高度な実践
人材の育成を目指す本学環の特徴を示している。
　さて、ここで重要なのは，「コーオプ実習Ⅰ・Ⅱ」は
もとより「プレコーオプ実習」に至るまで，実習内容は
受け入れ先に「丸投げ」せず，受け入れ先の企業・自治
体と大学で協働して決めていく点である。本学環の学生
は，そのように作成された実習内容のリストを見て，そ
れぞれの問題関心に合わせて実習先を選択・希望するこ
ととなる。
　現時点（2024年 11月末）では，茨城県内の企業・自
治体 51団体が参画している。企業・自治体にとって，コー
オプ教育に参画するメリットとしては（「人材の確保」
という本音の部分はさておき），➀企業・自治体に対す
る学生の認知度向上，➁学生の視点やアイデアの活用，
➂学生と業務を行うことによる組織の活性化，➃職員の
指導力の向上，➄ DXやデータ利活用に向けた社内文化
の醸成，➅人材育成のニーズを大学教育に反映，➆共同
研究等，大学との研究面における連携への発展などが挙
げられるが，受け入れ先の企業・自治体と大学がWin-

Winの関係にならなければ，コーオプ教育の持続性は保
てないだろう。
　なお本学環では，コーオプ教育の大学側の窓口として
専門職員である UEA（University Education Administrator）
が配置され，学生と実習受け入れ先のマッチングを行っ
たり，実習内容の調整を行ったりして，コーオプ教育全
体のコーディネートを担っている。また実習先ごとに担
当教員を決め，実習中に企業・自治体を訪問し，実習現
場の視察や状況の確認を行うようにしている。

6. 共創教育体制
　コーオプ教育の内容を，受け入れ先の企業・自治体と
大学の協働により決めていくことを担保する仕組みの一
つとして，3段階の「共創教育体制」を構築している。3

段階とは，➀教育課程共創委員会，➁実習企画委員会，
➂実習連絡懇談会の 3つの会議体である。
　教育課程共創委員会は有識者により構成された会議体
で，教育課程全般に対するアドバイザリーボードの役割
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を担う。一方，実習企画委員会は，実習受入先の企業・
自治体の受け入れ責任者と大学側の委員により構成さ
れ，コーオプ実習の企画・評価・改善についての助言，
提言を任務としている。さらに実習連絡懇談会は，実習
後の学生による報告会に実習受入先の企業・自治体の担
当者に来てもらい，報告会終了後に問題点や課題を抽出
し，コーオプ実習の内容・方法にフィードバックする仕
組みである。
　なかでも「実習企画委員会」は，茨城大学 3キャンパ
スの立地自治体（水戸市，日立市，阿見町）と 3つの企
業の実習受け入れ責任者の計 6名が委員に就任し，コー
オプ教育の進め方について具体的に議論している。同委
員会は，これまでに（2024年 11月末時点）設置準備室
の時期（2023年度）も含めて 3回開催されており，雇
用形態，給与水準，指導体制，マッチング方法，実習内
容の決め方など，実習に関する具体的事項に関して話し
合っている。

7. 文系・理系どちらからでも入学できる
　本学環では，どのような学生が入学し，地域の企業・
自治体との共創教育によって育成され，地域の未来を新
たな価値の創出により築いていくのか，その点に触れて
おく。
　本学環のアドミッションポリシー（入学者に求める能
力・資質）は以下のとおりである。
➀ 知識・技能：地域未来共創学環における分野・文理横
断的な学修に必要な基礎学力を有していること。

➁ 知的関心：社会や地域における様々な課題の背景や解
決に対する知的関心を有していること。

➂ 思考力・判断力・表現力：これまでの学習と生活にお
いて，多様な人々と共に課題解決をめざした経験があ
り，そのための基礎的な思考力・判断力・表現力を有
していること，あるいは，それらを身に付ける意欲を
有していること。

➃ 主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度：これ
までの学習と生活において，多様な人々とコミュニ
ケーションを積極的に行い，地域課題の解決を意識し
て主体的に活動した経験があること，あるいは地域課
題の解決に向けて探究する意欲を有していること。

　本学環の場合，他学部のアドミッションポリシーと比
較しても，分野・文理横断的な学修に必要な基礎学力や，
地域課題の解決に向けての知的関心や，主体的に活動し
た経験や意欲が，とりわけ求められている。
　そこで本学環の入学者選抜は，文系・理系どちらから
も挑戦できるようにしている。入学者選抜としては，総

合型選抜，一般選抜（前期日程），一般選抜（後期日程）
の 3選抜が用意されているが，➀一般選抜（前期日程）
では，個別学力試験を数学もしくは外国語（英語）から
選択可能で，➁共通テスト（一般選抜で用いる）におい
ては，「地理歴史，公民」と「理科」から 3科目選択で
きるようになっており，文系・理系どちらからも挑戦で
きる。その一方，いずれの選抜においても面接を実施し
ている。これは受験生の「主体性」を重視しているため
である。
　そして本学環の入試として最も特徴的なのが，総合型
選抜である。出願要件に「社会課題の解決に対する深い
関心を持ち，主体性をもって地域と関わる活動経験を有
する者」を掲げ，地域課題に関するグループワークとそ
の振り返り作文からなる「集団活動」と「面接」により
選抜する。

8. 新入生（1期生）の意気込み
　2024年度（1期生）の入学者数は 44名で，男女比は
男性 41％，女性 59％で，出身高校別（県内・県外）では，
県内 57％，県外 43％である。茨城大学全体だと，女性
が 40％，県内出身者も 45％なので，学環の入学者は女
性比率が高く，県内出身者も多いといえよう。
　ただ筆者の個人的見解になるが，県内の企業・自治体
へのコーオプ実習を必修にしているため 7割くらいは県
内出身者が占めるのではないかと予想していたが，その
予想よりも多くの県外出身者（北は宮城県から南は沖縄
県まで）が入学していると思う。コーオプ教育などを通
じて，県内出身者には茨城県内の優良な就職先（企業・
自治体）に改めて気づいてもらい，県外出身者にも県内
の優良企業等に就職してもらえれば言うことはないが，
県内出身者が茨城県を出て世界に羽ばたき，県外出身者
がその出身地の地域に帰って活躍することも大いに期待
している。
　それでは最後に，地域未来共創学環開設記念式典（2024

年 4月）の交流会における新入生（1期生）によるスピー
チの一部を挙げておく（茨城大学，2024）。新入生の意
気込みの一端が垣間見えるだろう。
　「僕の出身地には空き家やごみ屋敷などの問題がたく
さんあります。そういった地域課題の解決方法を学んで
いきたい。（宮城県出身）」
　「人口問題について危機感をもっています。地域の特
色に合わせたまちづくりのプランを提案できるようにな
りたい。（茨城県出身）」
　「好きな数学を活かして地域で活躍したいという思い
で進路を探り， ここにたどりつきました。（東京都出身）」
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　「鉄道が好きです。将来は地元に戻って鉄道会社の再
生に携わりたい。（高知県出身）」
　「高校時代に SDGsオンラインプログラムに関わり，外
国人と交流する中で地域問題に目を向けるようになっ
た。観光地の混雑や外国人との共生について，自分にで
きることをここで探っていきたい。（茨城県出身）」
　「地元で過疎が進み，日中通りを歩いている人も少な
い。でも桜はきれいで魅力はいっぱいある。その魅力を
伝える方法を学びたいです。（茨城県出身）」
　「将来やってみたいことのひとつが，起業です。地域
課題とビジネスを結びつける力をこの学環で身に付けら
れると考え，ここを選びました。（茨城県出身）」
　「分野・文理横断型の幅広い視点から学べることに魅
力を感じて志望しました。活気ある 1期生のみんなと一
緒に頑張っていきたい。（茨城県出身）」
　「学生のうちから社会人の方々と働くことができる
コーオプ教育にとても魅力を感じています。（茨城県出

身）」
　茨城大学地域未来共創学環がその目指すものに向けて
動き始めたことが，わかっていただけたであろう。
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